
参考資料１

フルタイム 短時間勤務

対象者
前年度末で定年退職した者、再任用退職した者、特別
臨採を退職した者
（技能労務職員は除く）

任期

任用可能期間 年齢制限なし

募集職種

３８時間４５分／週 １５時間３０分～２３時間１５分／週 ３８時間４５分／週
原則３８時間４５分／週

（育児短時間勤務補充の場合を除く）

年次休暇
定年前と同様

※定年前の残日数は繰り越し可

２０日（最大３０日）

＊定年前の残日数は１０日を限度として加算可

２０日（最大３０日）

＊前回任用の残日数は１０日を限度として加算（３０日
以内に再度任用の場合）

病気休暇 任用月数×２日 任用月数×１日

特別休暇

介護休暇

熊本県公立学校における職員の再雇用制度の概要について（職種別一覧）

本県公立学校における職員の再雇用制度については、「再任用職員(フルタイム勤務又は短時間勤務）」と「定年退職等に係る特別臨時的任用職員」とがあります。
なお、一旦、特別臨採になった方は、再任用を希望することはできません。

再任用職員 定年退職等に係る
特別臨採

一般的な臨採

任用

前年度末で定年退職した者または再任用退職した者

１年以内（基本的には、４月１日～翌年の３月３１日）
６月を超えない期間。（ただし、６月を超えない範囲で更新することができる。）
　例）定年退職者の場合、４月２日～９月３０日
　　　　　勤務状況等に問題がなければ翌年の３月２９日まで任期を更新する。

６５歳に達する日以後の最初の３月３１日

すべての職種
公立学校に常時勤務する講師、養護助教諭、実習助手、寄宿舎指導員、事務職員、学校図書館事務職員、
学校栄養職員。ただし、賃金職員を除く。

勤務時間

休暇

９０日

定年前と同様
「臨時的任用職員の勤務時間、休暇等の取扱い」による
＊おもなもの：裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他の官公署
への出頭、職員の親族が死亡した場合、職員が結婚する場合など

定年前と同様
引き続く任用月数が３月（３月未満の任用月数を含む）毎に１日の範囲内でそのつど必要と認める期間（無
給）

育児休業/育児短時間勤務 適用外



フルタイム 短時間勤務

教育職
（２）

２級：２７３，９００円
１級：２３３，６００円

高校卒：１級３３号給（２１６，７００円）
短大卒：１級４３号給（２３４，１００円）
大学卒：１級５３号給（２４８，０００円）

教育職
（３）

２級：２７０，７００円
高校卒：１級３３号給（２１６，５００円）
短大卒：１級４３号給（２３３，１００円）
大学卒：１級５３号給（２４７，２００円）

行政職
４級：２７４，２００円
３級：２５４，８００円

高校卒：１級２９号給（１８５，８００円）
短大卒：１級３７号給（１９８，５００円）
大学卒：１級４９号給（２１３，８００円）

医療職
（２）

３級：２４３，１００円
短大卒：１級２９号給（２０４，３００円）
大学卒：１級４１号給（２１８，４００円）

技能労務職 ２３０，０００円

支給対象
（適用される
給与表等に
より異なる）

支給なし

期末・勤勉
手当の支給

割合

組合員

医療保険
・

年金

共済組合の短期給付
共済組合の厚生年金被保険者

①週の勤務時間が一般職員の3/4以上勤務の場合、健康
保険・厚生年金保険の被保険者
②週の勤務時間が一般職員の3/4未満の場合、（1）～（４）
から選択
（1）国民健康保険
（2）共済組合の任意継続
（3）被用者保険に加入する家族の被扶養者
（4）週20時間以上勤務の場合は、社会保険に加入

雇用保険 適用 週20時間以上勤務の場合、適用

H25、26末
定年退職者

H27、28末
定年退職者

H29、30末
定年退職者
H31、32末
定年退職者

退職共済年金
・老齢厚生年金

の支給

①期末手当　６月：０．６５月分、１２月：０．８０月分
②勤勉手当　６月：０．４２５月分、１２月：０．４２５月分
合計　年間　２．３月分

＊任用期間が４月１日から翌３月２９日の場合
　①期末手当　６月：０．９８月分、１２月：１．３７５月分
　②勤勉手当　６月：０．８５５月分、１２月０．９月分
　合計　年間４．１１月分

給与
（月額）

左記給与月額に、３８時間４５分に対する１週間当たり
の勤務時間の割合を乗じて得た額（１円未満切り捨
て）

各給料表の級毎に設定した給料月額

健康保険

適用なし

満６１歳となるまで支給なし（繰り上げ請求可：６０歳から）　※給与に応じて、一部または全部が支給停止。
※H26末定年退職者（S29.10.1以前の生まれ：退職共済年金、S29.10.2以降の生まれ：老齢厚生年金）

満６２歳となるまで支給なし（繰り上げ請求可：６０歳から）　※給与に応じて、一部または全部が支給停止。

満６３歳となるまで支給なし（繰り上げ請求可：６０歳から）　※給与に応じて、一部または全部が支給停止。

諸手当等

通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日直手当、産業教育手当、
定時制通信教育手当、給料の調整額、教職調整額、義務教育等教員特別手当、期末手当、勤勉手当
※再任用短時間勤務者については、「参考資料２」７（４）～（６）の特例を参照のこと。

通勤手当、単身赴任手当、住居手当、扶養手当、へき地手当(これに準ずる手当を含む)、特殊勤務手当、時
間外勤務手当、休日勤務手当、宿日直手当、産業教育手当、定時制通信教育手当、給料の調整額、教職調
整額、義務教育等教員特別手当、期末手当、勤勉手当、退職手当

扶養手当、住居手当、へき地手当（これに準ずる手当含む）、退職手当

定年退職等に係る
特別臨採

再任用職員
一般的な臨採

満６４歳となるまで支給なし（繰り上げ請求可：６０歳から）　※給与に応じて、一部または全部が支給停止。

兼業規制 有り

共済組合 非組合員

社会保険


